
令 和 ７ 事 業 年 度

財　務　諸　表

第  23  期

自　令和7年4月 1日

至　令和8年3月31日

(地域公共交通等勘定)



地域公共交通等勘定　

　資　産  の  部

　Ⅰ　流　　動　　資　　産

86,440,345

128,368,500

(注) 4,093,217

2,504,760,000

4,069,634

2,727,731,696

　Ⅱ　固　　定　　資　　産

1 有　形　固　定　資　産

804,743

-537,985 266,758

1,068,198

-656,287 411,911

有 形 固 定 資 産 合 計 678,669

2 無　形　固　定　資　産

1,707,067

無 形 固 定 資 産 合 計 1,707,067

3 投 資 そ の 他 の 資 産

745,203,200

379,870,634,000
(注) 577,876

投資その他の資産合計 380,616,415,076

380,618,800,812

383,346,532,508

　負　債  の  部

　Ⅰ　流　　動　　負　　債

2,504,760,000 　

17,628,614

128,368,500

513,825

8,868,637 8,868,637

2,660,139,576

　Ⅱ　固　　定　　負　　債

(注)

1,278,062

189 1,278,251

379,870,634,000

693,427,600

1,410,546 1,410,546

380,566,750,397

383,226,889,973

　純　資  産  の  部

　Ⅰ　資　　　本　　　金

50,000,000

50,000,000

　Ⅱ　資　本　剰　余　金

48,884,891

(注)

-47,109,291 -47,109,291

1,775,600

　Ⅲ　利　益　剰　余　金

(注) 481,000

(注) 13,324,760

54,061,175

( 54,061,175 )

　 　 　 　 　 　 　 67,866,935

　　　純　　資　　産　　合　　計 119,642,535

　　負　債　純　資　産　合　計 383,346,532,508

(注)　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

　　利　益　剰　余　金　合　計

そ の 他 行 政 コ ス ト 累 計 額

除 売 却 差 額 相 当 累 計 額 (-)

　　資　本　剰　余　金　合　計

前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金

積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

( う ち 当 期 総 利 益 )

　　　負　　債　　合　　計

政 府 出 資 金

　　資　本　金　合　計

資 本 剰 余 金

　　固　定　負　債　合　計

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

資 産 見 返 補 助 金 等

建 設 勘 定 受 入 金

　　流　動　負　債　合　計

資 産 見 返 負 債

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

未 払 費 用

1 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金

未 払 金

預 り 金

　　固　定　資　産　合　計

　資　　産　　合　　計

退 職 給 付 引 当 金 見 返

長 期 貸 付 金

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 有 価 証 券

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

　　流　動　資　産　合　計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

賞 与 引 当 金 見 返

１ 年 以 内 回 収 予 定 長 期 貸 付 金

未 収 収 益

貸借対照表
(令和8年3月31日)

(単位:円)　

現 金 及 び 預 金



地域公共交通等勘定 (単位:円)

　Ⅰ

11,778,235

163,327,499

4,279,173,203

175

92,065

4,454,371,177

　Ⅱ 4,454,371,177行 政 コ ス ト

損 益 計 算 書 上 の 費 用 合 計

地 域 公 共 交 通 等 業 務 費

一 般 管 理 費

財 務 費 用

雑 損

臨 時 損 失

行政コスト計算書
(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

損 益 計 算 書 上 の 費 用



地域公共交通等勘定 (単位:円)

経　常　費　用

11,778,235 11,778,235

89,591,461

15,017,903

2,695,653

3,882,065

1,550,638

1,357,759

738,133

5,381,225

3,414,445

8,868,637

10,069,840

417,591

20,342,149 163,327,499

4,279,173,203 4,279,173,203

175

4,454,279,112

経　常　収　益

(注) 81,249,277

4,279,173,203

137,125,000

(注) 4,093,217

(注) 811,264
(注) 260,809
(注) 179

319,111 319,111

5,216,524

4,508,248,584

53,969,472

臨　時　損　失

92,065 92,065

53,877,407

(注) 183,768

54,061,175

(注)　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

貸 付 管 理 費 収 入

損益計算書
(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

地 域 公 共 交 通 等 業 務 費

事 業 管 理 諸 費

一 般 管 理 費

役 職 員 給 与

法 定 福 利 費

福 利 厚 生 費

旅 費

備 消 耗 品 費

光 熱 水 料

通 信 運 搬 費

借 料 及 び 損 料

そ の 他

財 務 費 用

支 払 利 息

租 税 公 課

賞 与 引 当 金 繰 入

退 職 給 付 費 用

減 価 償 却 費

貸 付 金 利 息 収 入

雑 損

　　経　常　費　用　合　計

運 営 費 交 付 金 収 益

賞 与 引 当 金 見 返 に 係 る 収 益

退 職 給 付 引 当 金 見 返 に 係 る 収 益

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 戻 入

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

受 取 利 息

雑 益

　　経　常　収　益　合　計

財 務 収 益

経　　常　　利　　益

固 定 資 産 除 却 損

当 期 総 利 益

当 期 純 利 益

前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金 取 崩 額



(単位：円)　
Ⅰ　資本金

除売却差額
相当累計額

(-)
うち当期総利益

当期首残高 50,000,000 48,884,891 -47,109,291 1,775,600 664,768 6,577,982 67,467,780 -                   74,710,530 126,486,130

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

(１)　利益の処分又は損失の処理

利益処分による積立 0 67,467,780 -67,467,780 0 0

国庫納付金の納付 0 -60,721,002 -60,721,002 -60,721,002

(２)　その他

当期純利益 0 0 53,877,407 53,877,407 53,877,407 53,877,407

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -183,768 0 183,768 183,768 0 0

当期変動額合計 0 0 0 0 -183,768 6,746,778 -13,406,605 54,061,175 -6,843,595 -6,843,595

当期末残高 50,000,000 48,884,891 -47,109,291 1,775,600 481,000 13,324,760 54,061,175 54,061,175 67,866,935 119,642,535

積立金

純資産変動計算書
(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

地域公共交通等勘定
Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産合計

政府出資金 資本剰余金

その他行政コスト
累計額

資本剰余金合計
前中期目標期間

繰越積立金

当期未処分利益

利益剰余金合計



地域公共交通等勘定 (単位:円)

　Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 -11,450,182

人件費支出 -120,179,442

その他の業務支出 -54,096,269

運営費交付金収入 85,300,000

地域公共交通等業務収入 4,420,094,787

貸付による支出 -10,450,000,000

貸付金の回収による収入 2,376,902,000

その他の業務収入 3,726,268

　　　小計 -3,749,702,838

利息及び配当金の受取額 319,111

利息の支払額 -4,269,257,287

国庫納付金の支払額 -60,721,002

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー -8,079,362,016

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 -241,988

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー -241,988

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 10,450,000,000

長期借入金の返済による支出 -2,376,902,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 8,073,098,000

　Ⅳ　資金に係る換算差額 0

　Ⅴ　資金減少額 -6,506,004

　Ⅵ　資金期首残高 92,946,349

　Ⅶ　資金期末残高 86,440,345

キャッシュ･フロー計算書
(令和7年4月1日～令和8年3月31日)



地域公共交通等勘定 (単位:円)

Ⅰ　当期未処分利益 54,061,175

　　　当期総利益 54,061,175

Ⅱ　利益処分額

　　　積立金 54,061,175 54,061,175

利益の処分に関する書類
（令和8年8月31日）



 

                                  地域公共交通等勘定 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

1. 運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。なお、管理部門の活動については期間進行基準を採

用しております。 

 

2. 減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        8～17年 

工具器具備品   5～14年 

 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5年)に基

づいております。 

 

3. 賞与引当金の計上基準 

職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額

を計上しております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである職員の賞与については、賞

与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

4. 退職給付に係る引当金の計上基準 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(9年)による定

額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(9年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財源措置がなされる見込

みである確定給付企業年金については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返とし

て計上しております。 



 

5. 建設勘定受入金の計上基準 

    独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に関する省令（平成 15年国土交通省令第

102 号）第 11条の 3の規定に基づく建設勘定から地域公共交通等勘定に対する繰入れに相

当する金額を受入金として計上しております。 

 

 6. 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

     時価のないもの 

      移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

7. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

Ⅱ 注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

   積立金の国庫納付等 

積立金の国庫納付等については、勘定別純資産変動計算書に記載しております。 

 

〔行政コスト計算書関係〕 

1.  独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                                4,454,371,177 円     

    自己収入等                                  -4,421,833,838円 

    機会費用                           3,704,500円  

   独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト                 36,241,839 円 

 

2.  機会費用の計上方法 

(1) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10年利付国債の令和 8年 3月末利回りを参考に 2.345％で計算しております。 

 

(2) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

    当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、当機

構での勤務期間に対応する部分について、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構職員退職手当支給規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。 

 

 



 

〔キャッシュ･フロー計算書関係〕 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金                              86,440,345円      

資金期末残高                                86,440,345円 

 

〔金融商品関係〕 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

地域公共交通等勘定では、認定軌道運送高度化事業等、認定地域公共交通利便増進事

業及び認定総合効率化事業の実施に必要となる資金を借入し、事業者に対しそれぞれ貸

し付けております。 

長期貸付金は、償還確実性を確保するため、貸付先の状況を定期的にモニタリングし

財務状況等を把握することとしております。 

また、鉄道事業再構築実施計画の実施に必要な資金を建設勘定受入金により、株式会

社ハピラインふくい及び IRいしかわ鉄道株式会社に、更には認定総合効率化計画に基づ

き産業投資資金を活用し Sustainable Shared Transport 株式会社に、それぞれ出資して

おります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格が無い場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記

を省略しており、預金、未収金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

することから、注記を省略しております。 

(単位：円)   

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 長期貸付金 382,375,394,000 273,892,215,097 -108,483,178,903 

(2) 長期借入金 (382,375,394,000) (285,018,031,080) (-97,357,362,920) 

(*1) 負債に計上されているものは、( )で示しております。 

(*2) 長期貸付金及び長期借入金には、それぞれ、1 年以内回収予定長期貸付金及び 1 年以

内返済予定長期借入金を含めて計上しております。 

 

 



 

(注 1) 市場価格のない株式等は次のとおりです。 

                          (単位：円) 

区分 貸借対照表計上額 

投資有価証券（非上場株式） 745,203,200 

 

(注 2) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて以

下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 

 レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

 レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

(1)  長期貸付金 

長期貸付金の時価については、市場性を織り込む観点から元利金の合計額を残存期間に対 

応する国債の流通利回りで割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

(2)  長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

〔退職給付関係〕 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当機構は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用して

おります。確定給付企業年金制度(積立型制度)では、運輸関係法人企業年金基金に加入し、

給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。 

退職一時金制度(非積立型制度)では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時

金を支給しております。 

 

2. 確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務                1,317,623 円     

 勤務費用                         8,496,511円 



 

  利息費用                         1,305,127円 

  数理計算上の差異の当期発生額               -594,433円 

  退職給付の支払額                     -61,832円 

  過去勤務費用の当期発生額                    0円 

  制度加入者からの拠出額                  77,850円  

  他勘定への支出額                   -8,265,544 円  

 期末における退職給付債務                  2,275,302 円  

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産                   419,337円 

  期待運用収益                         10,482円 

  数理計算上の差異の当期発生額              -222,623円 

  事業主からの拠出額                   653,940 円 

退職給付の支払額                     -61,832円 

制度加入者からの拠出額                  77,850円  

期末における年金資産                     877,154 円  

 

(3) 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用

の調整表 

積立型制度の退職給付債務                 819,610 円 

年金資産                           -877,154 円  

積立型制度の未積立退職給付債務               -57,544円 

非積立型制度の未積立退職給付債務              1,455,692 円  

小計                          1,398,148 円 

未認識数理計算上の差異                     12,398 円 

未認識過去勤務費用                            0 円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額          1,410,546円  

退職給付引当金                       1,410,546円 

前払年金費用                          0円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額          1,410,546円  

 

(4) 退職給付に関連する損益 

勤務費用                        8,496,511 円 

利息費用                        1,305,127 円 

期待運用収益                        -10,482円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額             479,595円 

過去勤務費用の当期の費用処理額               -200,911 円 

  合計                         10,069,840 円 



 

(5) 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

株式                             43％ 

債券                              30％ 

その他                             27％  

合計                             100％  

 

(6) 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分

と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮

しております。 

 

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎(加重平均で表しております。) 

割引率 確定給付企業年金 2.6％ 一時金 2.5％ 

長期期待運用収益率 2.5％ 

 

 

Ⅲ 重要な債務負担行為 

 

翌事業年度以降に支払いを予定している債務負担行為額は、11,515,683円であります。 

 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

 

該当ありません。 

 

 

Ⅴ その他 

 

該当ありません。 



附 属 明 細 書

(地域公共交通等勘定)



2.　棚卸資産の明細

　　　 該当ありません。

3.　有価証券の明細

投資その他の資産として計上された有価証券

(単位：円)　

4.　長期貸付金の明細

(単位：円)　

(注)　上記貸付金の明細の期末残高には、1年以内回収予定長期貸付金が含まれております。また、回収額は元金回収額を計上しております。

5.　長期借入金の明細

(単位：円)　

(注1)　平均利率は、加重平均利率を記載しております。

(注2)　上記借入金の明細の期末残高には、1年以内返済予定長期借入金が含まれております。

1.　固定資産の取得、処分、減価償却費(「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償

　却相当額も含む。)及び減損損失累計額の明細

(単位：円)　

有形固定資産
(減価償却費)

ソ フ ト ウ ェ ア無形固定資産
(減価償却費)

投資その他の資産
0 0 0 577,876

0 0 0 380,616,415,076計 372,818,917,200 10,366,121,264 2,568,623,388 380,616,415,076

  IRいしかわ鉄道株式会社 72,114,300 - 72,114,300 0 0

その他有価証券
評価差額

摘要

投資有価証券

時価

0

貸借対照表計上
額

当期費用に含まれ
た評価差額

　株式会社ハピラインふくい 621,313,300

0 0

Sustainable Shared Transport株式会社 51,775,600 - 51,775,600 0 0

区分 期首残高 当期増加額

当期減少額

期末残高 摘要

その他有価証券

種類及び銘柄 取得価額

0- 621,313,300

計 745,203,200

その他の長期貸付金

 　地域公共交通財政融資貸付金 374,302,296,000 10,450,000,000 2,376,902,000 0 382,375,394,000

- 745,203,200

返済期限 摘要

政府借入金

回収額 償却額

 　財政融資資金

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
平均利率

(％)

計 374,302,296,000 10,450,000,000 2,376,902,000 0 382,375,394,000

計 374,302,296,000 10,450,000,000 2,376,902,000 382,375,394,000 1.16
令和8年9月
～令和48年3月

374,302,296,000 10,450,000,000 2,376,902,000 382,375,394,000 1.16
令和8年9月
～令和48年3月

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期減損額

建 物 645,843 158,900 0 804,743 537,985 12,911 0 0 266,758

工 具 器 具 備 品 2,218,826 61,088 1,211,716 1,068,198 656,287 100,106 0 0 411,911

2,864,669 219,988 1,211,716 1,872,941 1,194,272 113,017 0 0 678,669計

4,241,169 119,534 0 4,360,703 2,653,636 288,500 0 0 1,707,067

計 4,241,169 119,534 0 4,360,703 2,653,636 288,500 0 0 1,707,067

745,203,200 0 0 745,203,200 0 0 0 0 745,203,200投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金 372,073,714,000 10,365,310,000 2,568,390,000 379,870,634,000 0 0 0 0 379,870,634,000

233,388 577,876 0退職給付引当金見返 0 811,264

0



6.　鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券の明細

　　　 該当ありません。

7.　引当金の明細

(単位：円)　

8.　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

　　　 該当ありません。

9.　退職給付引当金の明細

(単位：円)　

10.　資産除去債務の明細

　　　　該当ありません。

11.　法令に基づく引当金等の明細

　　　　該当ありません。

12.　保証債務の明細

　　　　該当ありません。

13.　資本剰余金の明細

(単位：円)　

区分 期首残高 当期増加額

当期減少額

期末残高 摘要

目的使用 その他

賞与引当金 8,270,892 8,868,637 8,270,892 0 8,868,637

計 8,270,892 8,868,637 8,270,892 0 8,868,637

確定給付企業年金に係る債務 525,987 583,218 289,595 819,610

年金資産 419,337 742,272 284,455 877,154

退職給付引当金 260,190 1,804,296 653,940 1,410,546

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

退職給付債務合計額 1,317,623 1,747,323 789,644 2,275,302

退職一時金に係る債務 791,636 1,164,105 500,049 1,455,692

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

運営費交付金 1,775,600 0 0 1,775,600

47,109,291

計 48,884,891 0 0 48,884,891

減資差益 47,109,291 0 0

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 638,096 -799,245 -148,751 -12,398



14.　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

(1)　運営費交付金債務の増減の明細

(単位：円)　

(2)　運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

(単位：円)　

(3)　引当金見返との相殺額の明細

(単位：円)　

 

(4)　運営費交付金債務残高の明細

　 　　　該当ありません。

追加的セグメント

相殺額

地域公共交通出資等業務 4,050,723

計 4,050,723

引当金見返との相殺

主な相殺額の内訳

賞与引当金見返：3,817,335、退職給付引当金見返：233,388

計 81,249,277 79,083,131

区分 運営費交付金収益

運営費交付金の主な使途

費用 主な使途

業務達成基準による振替額
地域公共交通出融資業務、
物流出融資業務

8,338,913 7,601,518
　地域公共交通出融資業務に係る法律事務委託業務：
1,020,180、物流出融資業務に係る法律事務委託業務：
6,581,338

期間進行基準による振替額 72,910,364 71,481,613
 人件費：55,467,437、借料及び損料：2,483,642、　その他：
13,530,534

費用進行基準による振替額 - -

期首残高 当期交付額

当期振替額
引当金見返
との相殺額

期末残高

運営費交付金収益
資産見返

運営費交付金
資本剰余金 小計

0 85,300,000 81,249,277 0 0 81,249,277 4,050,723 0



15.　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

15-1　施設費の明細

       　　該当ありません。

15-2　補助金等の明細

       　　該当ありません。

15-3　長期預り補助金等の明細

       　　該当ありません。

16.　役員及び職員の給与の明細

(単位：千円、人)　

(注1)　上記支給額は、千円未満四捨五入で表示しております。

(注2)　報酬又は給与の支給額は、賞与及び諸手当を含んでおります。

(注3)　支給人員数は、契約職員及び常勤嘱託を含み、年間平均支給人員数を記載しております。

(注4)　上段(　)書きの計数は、非常勤の職員に係るものであり、別掲となっております。

なお、非常勤の職員のうち4名については、各勘定で共通して人件費を負担しております。

(注5)　職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構職員給与規程及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支

　　 援機構職員退職手当支給規程に定めており、独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)第50条の10第2項の規定に基づき、国土交通大臣に届け出るとともに、公

　　 表しております。

17.　その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

       　　該当ありません。

18.　セグメント情報(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

セグメント情報については、当機構の中期目標における「一定の事業等のまとまり」と勘定区分が一致しているため、記載を省略しております。

区分

報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

0

13 -                             0

役員

( -                             ) ( 0 ) ( -                             ) ( 0 )

-                             0 -                             

) ( 0 )

98,130 13 -                             0

職員

( 98 ) ( 4 ) ( -                             ) ( 0 )

98,130

計

( 98 ) ( 4 ) ( -                             




